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令和 4 年 10 月 11 日 

 

各部（局・支所）長   

各課（室・所） 長  様 

 

企画財政部長 

 

令和 5年度予算編成方針について 

 

 浅口市財務規則第 4条の規定に基づき、下記のとおり令和 5年度予算編成方針を定

めたので通知します。 

 

記 

 

Ⅰ 国の動向 

我が国の経済状況は、内閣府が 9 月に発表した月例経済報告において、「景気は、緩や

かに持ち直している。」とされている。 

先行きについては、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められる中、各種政策の

効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、世界的な金融引締め

等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、

物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 

このような中、国は「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（骨太の方針 2022）にお

いて、「国際情勢の変化と社会課題の解決」に向け、「課題解決と経済成長を同時に実現

しながら、経済社会の構造を変化に対してより強靱で持続可能なものに変革する「新し

い資本主義」を起動する」との基本方針を掲げ、大胆な金融政策、機動的な財政政策、

民間投資を喚起する成長戦略を一体的に進める経済財政運営の枠組みを堅持し、民需主

導の自律的な成長とデフレからの脱却に向け、経済状況等を注視し、躊躇なく機動的な

マクロ経済運営を行っていくことを明らかにした。 

また、7 月に「令和 5 年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」を発

出し、歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予

算の中身を大胆に重点化することを示した。 

令和 5 年度は、こうした国の動向を注視するとともに、当市においても限られた財源

で最大の効果を生み出すよう、徹底した事業内容の検証と見直しを図ることが重要であ

る。 
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Ⅱ 本市の財政状況と今後の見通し 

本市の財政状況をみると、令和 3 年度決算においては、財政の健全性を示す健全化判

断比率である実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率は、

いずれも早期健全化判断基準を下回り、引き続き健全な財政状況を維持している。 

しかしながら、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は 87.1％と依然高い水準となっ

ており、財政の硬直化が進展している。また、自主財源の割合についても 33.0%と、高

い割合で依存財源に頼らなければならない状態が続いており、国の動向等に左右される

不安定な状況であることを十分認識する必要がある。 

 また、従来からの懸案事項である少子高齢化の進展による社会保障関係経費の増加に

加え、令和 5 年度は、長引く新型コロナウイルス感染症への対応、ロシア・ウクライナ

情勢の影響などによる光熱水費・燃料費を含む物価高騰や資材不足など、新たな財政需

要の増加も予測されており、財政をめぐる環境は予断を許さない状況である。 

このような状況を踏まえ、多くの行政課題がある中で、各部においては自らが歳入の

確保に力を注ぐとともに、限られた財源を最大限有効に活用するための徹底した検証を

行い、より一層効果的な事業の「選択と集中」を図っていくことが求められる。 

 

 

Ⅲ 予算編成の方針 

令和 5 年度の当初予算は、第 2 次浅口市総合計画で定めた将来像「キラリと光る未来

そうぞうワクワク都市」の実現に向け、「楽しい浅口市をつくる」との理念のもと、後期

基本計画（令和 4 年度～令和 8 年度）の着実な進展を図り、将来世代に過度の負担を先

送りしない持続的な財政運営を推進していく。 

その中で、時代の変化に対応しながら行政サービスのさらなる充実を図るとともに、

特に重要性と必要性が高い項目として、市民の安心・安全と効率的な行財政運営に主眼

を置き、「防災・減災対策」「ＤＸの推進」に関する施策については、重点施策と位置付

け、積極的に実施する。              

 予算編成にあたっては、前述の財政状況等を認識したうえで、積極的な財源確保、事

業の費用対効果の検証、緊急度、優先度による事業の優先順位付け、スクラップ＆ビル

ド及びサンセット方式（事業終期の設定）を徹底するとともに、創意工夫と柔軟な発想

を持って、前例にとらわれることなく、以下の項目に十分留意し予算編成作業に取り組

むこととする。 
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Ⅳ 予算編成の基本的事項 

１ 年間総合予算の編成 

  予算は、綿密な計画のもと、年間を通して予定されるすべての収入支出を的確に把 

 握し、総合的な年間予算の編成を行うものである。そのため、年度途中での補正は、

制度の改正、災害等緊要なもの、又は編成の段階で特に協議をしたもののほかは、原

則として認めない。 

 

２ 枠配分方式の徹底 

（１）予算配分については、経常的経費（一般財源分）枠配分方式を採用し、所属毎 

（課毎）に一般財源ベースの経常的経費額を配分（以下、「配分額」という。）する。 

（２）各部で部長査定を行い、経常的経費については、必ず所属別（課別）に配分額 

  以内とした上で予算要求すること。 

 

３ 予算編成作業 

予算要求においては、積極的な財源確保に努める他、創意工夫と柔軟な発想を持っ 

て、市民サービスの向上を図りながら、費用対効果や効率性などを見極め、経費や事 

務の無駄を省く等、事務事業見直しの徹底に努めることとする。 

 また、先般実施したオータムレビュー対象事業については、その最終結果に基づい 

た予算要求とすること。 

  なお、令和 5年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大により事業実施 

 等に影響を受けた次の事項について、特に留意すること。 

（１）令和 4年度に行った事業見直しの継続及びさらなる見直し 

（２）新型コロナウイルス感染症対応による新たな見直し 

（３）既存事業の「休止・延期・縮小・廃止」等の再検討 

 

 


